
これと比べて「関係企業等」への期待は50.2%
程度であり，企業の色がつく（とみられる）こ
とに慎重な考えもあると思われる．
・ 中学校については，ほぼどの項目についても，
小学校と高等学校の中間に位置するが，強いて
言えば，教材については小学校や高等学校に比
べると相対的に充足している感がある．現時点
では，明確に特徴的な課題やネックとなる事項
を指摘することは難しい．
・ 外部団体による「教員への研修」「出前授業の
実施」を期待する場合，「日本をとりまくエネ
ルギー情勢，エネルギー問題」「エネルギーに
関連する理科の実験・実習」についての期待が
大きい．特に「エネルギーに関連する理科の
実験・実習」については，小学校で要望が高い
（79.1％ 全体では65.3%）．
・ 中学校では，「原子力・放射線に関する学習（放
射線測定）」についての支援を期待する学校が
多かった（47.2％ 全体では37.4%）．理科の授
業において放射線を扱うが，より専門的な知識
が期待されていると思われる．
・ 高等学校についても，「日本をとりまくエネル
ギー情勢，エネルギー問題」について期待する
学校が多い（66.2％ 全体では63.9%）．

6.  おわりに

（1）調査の実施による成果
・ 漠然ととらえられていた学校現場の状況，特に，
関西WS会員ではない教員（エネルギー環境教
育の実践が見られないケースが多い）の状況を
知る貴重な機会であった．
・ 「時間がない」「適切な教材がない」というの
は実際にはどのようなことか，それに対して
INSSや関西WSができることはないか，とい
う新たな課題が見出された．

（2）今後の活動との関係
・ アンケートで学校現場の教員の意見を聞くこと
は出来たが，さらに学校のカリキュラムや授業
時間等について詳しく知る必要がある．実践に
あたっての課題・ネックは各学校により異なる
と思われることから，本アンケートを踏まえた
学校訪問を実施し，個別の事情等について意見
交流を行う．

・ まずは，記名での回答を受けた学校，特に未実
践校から順次訪問していく．
・ 学校訪問を行う中で，学校現場の実情をより深
く把握し，INSSの有する教材や副読本の紹介，
情報提供を行うとともに，指導方法・ノウハ
ウの共有を図るために関西WSへの参加慫慂を
行う．
・ 訪問で得られた知見や情報は，エネルギー環境
教育の普及拡大に資するように，広く発信して
いく．
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1.  はじめに

福島第一発電所の事故（2011年３月11日）後の
米欧における原子力世論の動向について，2017年
10月発行のINSS Journal vol.24に「福島第一発電
所事故後の原子力発電に対する海外世論の動向（3）」
（資料）として掲載した．本稿は，その後に公表さ
れたデータに基づき，続編として作成したものであ
る．なお，本稿では米欧にとどまらず，韓国，台湾
についても世論動向を掲載した．

2.  目　的

本調査の目的は，第１に，米欧アジアにおける原
子力に関する既存の世論調査結果の分析を通して，

福島第一発電所事故後の海外における原子力に対す
る意識の変化を明らかにすることである．第２に，
世論調査の結果を時系列的に分析し，変化内容とと
もにその背景を知ることである．

3.  方法および結果

3.1  米国における原子力発電に対する 
世論（NEIの世論調査）

米国原子力エネルギー協会（NEI）では，1983
年から原子力に対する世論調査を実施してきた．
2011年以降では，2011年３月の福島第一発電所事
故をはさんで計13回実施している．いずれも回答
者数約1,000名（成人男女）で，全米における電話
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人々の原子力発電に対する支持は引き続き高いとする調査がある一方，賛否が逆転したとする調
査結果もある．一方，欧州における世論調査結果については，英国，チェコにおいて支持が不支
持を上回っているが，ドイツにおいては原子力発電を廃止すべきという人が過半数を超えている．

キーワード　　 福島第一原子力発電所事故，米欧アジア，原子力発電，世論，動向

Abstract　　The author surveyed the results of American, European and Asian opinion 
research about nuclear power generation around eight years after the Fukushima Daiichi 
Nuclear Power Plant accident and analyzed current public opinion trends toward nuclear power 
generation in the US, Europe and Asia.  It was found that the percentage of Americans who had 
a positive attitude towards nuclear power generation was high, however, the other survey shows 
the percentage of Americans who had a positive attitude became lower than that of negative 
attitude.  Among people in the UK and Czech, it was found that the positive attitude towards 
nuclear power plants has continued to be held.  On the other hand, it was found more than a half 
people in Germany had negative attitude towards nuclear power.

Keywords　　 Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant accident, the US, Europe and Asia, nuclear power 
generation, public opinion, trend

INSS JOURNAL Vol .  26 2019 R-6 223



調査となっている．なお，2016年まで，NEIから
の委託でBisconti Research, Inc.（以下，Bisconti 
Researchと略）が調査を行いNEIがデータを公表
していたが，2017年はNEI調査としては公表され
なくなり，Bisconti Rsearchがデータを公表してい
る．2018年以降，調査結果は，調査を実施したの
かどうかを含めて公表されていない．図１にNEI
調査（2017年はBisconti Research調査）による「米
国における原子力利用への賛否の推移」を示してい
る．質問内容は次のとおりである．

Question: Overall , do you strongly favor, 
somewhat favor, somewhat oppose, or strongly 
oppose the use of nuclear energy as one of the 
ways to provide electricity in the United States?
（全体的にみて，あなたは米国で電力を供給する

方法の一つとして，原子力を利用することに賛成，
どちらかといえば賛成，どちらかといえば反対，反
対のいずれですか？）

その結果，福島第一発電所事故前の2011年２月
には71％だった原子力利用への賛成率（賛成＋ど
ちらかといえば賛成）は，事故後の2011年９月に
は62％まで下がった．その後，2013年９月の調査
では69％まで回復したが，2017年９月の調査では
64％となっている．一方，反対率（反対＋どちらか
といえば反対）は，事故後の2011年９月には35％
まで上がった．その後，2012年９月の調査では
29％まで下がり，2017年９月の調査では25％となっ
ている．

一方，Gallup調査では，図２に示す通り2016年
に米国での原子力発電への賛否が逆転して反対が多
くなっており，Bisconti Research調査と結果が異
なる．この理由については「４．考察」で検討する．

Gallup調査の質問内容は次のとおりである．

Question: Overall , do you strongly favor, 
somewhat favor, somewhat oppose or strongly 
oppose the use of nuclear energy as one of the 
ways to provide electricity for the U.S.?
（全体的にみて，あなたは米国の電力を供給する

方法の一つとして，原子力を利用することに賛成，
どちらかといえば賛成，どちらかといえば反対，反
対のいずれですか？）

3.2  英国における原子力発電に対する世論
（BEISの世論調査）

BEISは英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省
（Department for Business, Energy & Industrial 
Strategy）の略称である．2012年から前身のDECC

（英国エネルギー・気候変動省（Department of 
Energy & Climate Change））が継続的に英国に
おける原子力発電への支持の推移を調べていたが，
2016年の省庁再編でBEISがこれを引き継いだ．
福島第一原子力発電所事故後のデータに限られる
が，３か月ごとに調査を実施している．いずれも全
英における対面調査で，回答者は成人男女，回答者
数は各回2,000名程度となっている．図３に「英国
における原子力発電への支持の推移」を示している．
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図２　GALLUP調査による米国での原子力利用への賛否

図１　 米国における原子力利用への賛否の推移 
（NEI, Bisconti Research, Inc.）

図３　 英国における原子力発電への支持の推移（BEIS）
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図２　GALLUP調査による米国での原子力利用への賛否

図１　 米国における原子力利用への賛否の推移 
（NEI, Bisconti Research, Inc.）

図３　 英国における原子力発電への支持の推移（BEIS）
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質問内容は次のとおりである．

Question: From what you know, or have 
heard about using nuclear energy for generating 
electricity in the UK, do you support or oppose its 
use?
（あなたは，英国における発電に原子力を利用す

ることについて，あなたが知っていることや聞いた
ことを踏まえると，その利用を支持しますか，支持
しませんか？）

選択肢：　Strongly support（強く支持）
Support（支持）
Oppose（不支持）
Strongly oppose（強く反対）
Neither support nor oppose

（どちらともいえない）
Don’t know/no opinion

（わからない/意見なし）

その結果，2014年９月には42％だった支持率（強
く支持＋支持）が，2015年６月に33％に下がり，
その後上昇して，2018年４月に38％となっている．
不支持率（強く反対＋不支持）は，2018年４月に
22％となっている．

この調査では「どちらともいえない」「わから
ない/意見なし」という選択肢があるので，支持，
不支持を合わせても100％を大幅に下回る．なお，
2018年７月以降，BEIS調査では原子力発電への支
持，不支持を聞いていない．

3.3  チェコの原子力世論推移

チ ェ コ に つ い て は，Public Opinion Research 
Centre, Institute of Sociology, Czech Academy of 
Science（チェコ科学アカデミー社会学研究所世論
調査センター）の2012年以降の調査結果が公表さ
れている．2018年５月の調査結果では，増やすべ
きが29％，現状維持が43％，減らすべきが19％と
なっている．７年間を通して現状維持を支持する人
が最も多い．（図４）

3.4  ドイツの世論調査結果

Dalia Research（ダリア調査会社）が2016年８月
に実施した世論調査結果によると，図５に示す通り，

この時点でドイツ人の53％は原子力発電廃止を支
持した．同社による同時期の調査では，他のEU諸
国で原子力発電廃止を支持する人は29％であった．
一方，石炭火力発電の廃止を支持する人は，ドイツ
人で27％，他のEU諸国の人では21％であった．

3.5  韓国の世論調査結果

韓国原子力学会による2018年８月実施の世論調
査によれば，図６に示す通り，原子力発電を拡大
すべきとする人は37.7％，維持すべきとする人は
31.6％，縮小すべきとする人は28.9％という結果と
なった．また，韓国において原子力発電は安全であ
るとする人が55.5％，安全でないとする人が40.7％
を占めた．

3.6  台湾の国民投票結果

台湾では，図７に示す通り，2018年11月24日に
国民投票が実施され，原子力発電施設を2025年ま
でに全て運転停止するとの法規定を廃止することに
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図５　ドイツの世論調査（2016.8）結果（Dalia）

図４　 チェコ： 原子力発電の利用を増やすべきか、 
減らすべきか
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賛成する人（590万票：約60％）が，反対する人（401
万票：約40％）を上回った．

4.  考察

4.1  米国の世論

米国原子力エネルギー協会（NEI）は，長年，原
子力発電に対する世論調査を実施してきており，米
国における原子力世論調査では代表的存在であっ
た．しかし，2016年で調査結果の公開を終了し
た．その後，2017年には，委託を受けたBisconti 
Researchにより調査結果が公開されたが，2018年
以降は調査を行ったかどうかを含めて公開されてい
ない．
NEIおよびBisconti Research調査によれば，原

子力発電への賛成率は，一貫して60％を超えている．
その理由として，エネルギー安全保障や電気料金の
安定への貢献など，原子力発電の必要性を認識して
いる人が多いことが考えられる．
一方，Gallup調査によれば，2016年に米国の原
子力発電に対する賛否は逆転して反対の人の方が
54％と多くなっている．最近のシェールオイルや
シェールガスの増産，低位の原油価格によるエネル
ギー需給の緩みが一つの理由として考えられる．な
お，同社調査についても，2017年以降は原子力世
論に関する調査を実施したのかどうかを含めて公開
されていない．
両調査で結果が大きく異なる点については，両調
査とも中立という選択肢を設けていないので，中立
層が他の設問に影響を受けやすいことが考えられ
る．NEIは原子力発電に関する設問の中で賛否を聞

いている一方，Gallupは環境問題に関する設問の中
で賛否を聞いており，質問のコンテクストが異なっ
ている．

4.2  英国の世論

英国政府は気候変動への対策として原子力発電を
重視していること（海外電力調査会，2019）などか
ら，原子力発電に対する世論は，支持が不支持を上
回って推移している．
しかし，英国政府のBEIS調査においても，2018
年４月を最後に，2018年７月以降は調査項目に原
子力発電への支持，不支持を含めていない．意図的
に削除したのか，予算の都合によるものかを含め，
その理由については不明である．

4.3  チェコの原子力世論推移

チェコにおいては，７年間を通じて，現状維持を
支持する人が最も多く，次いで増やすべきとする人
が多くなっている．同国では計６基のロシア型加圧
水型原子炉（VVER）が稼働している．チェコの電
力生産の約35％を原子力発電でまかなっているこ
となどが評価されている可能性がある．

4.4  ドイツの世論調査結果

ドイツは2022年までに原子力発電所を廃止する
としており，今のところ大きな反対論はないようで
ある．CO2排出削減のため，石炭火力も削減する方
向であるが，北部の電力供給地域から南部の電力消
費地域への送電線施設の整備が難航し，天然ガス供
給のロシアへの依存度が高まるなど，問題は山積し
ている．
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図６　 韓国の原子力世論調査（2018.8）結果 
（韓国原子力学会）

図７　 台湾の住民投票結果（2018.11.24） 
「原子力発電施設は2025年までに全て運転を停止
する」との法規定の廃止に賛成するか否か
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ない．
NEIおよびBisconti Research調査によれば，原

子力発電への賛成率は，一貫して60％を超えている．
その理由として，エネルギー安全保障や電気料金の
安定への貢献など，原子力発電の必要性を認識して
いる人が多いことが考えられる．
一方，Gallup調査によれば，2016年に米国の原
子力発電に対する賛否は逆転して反対の人の方が
54％と多くなっている．最近のシェールオイルや
シェールガスの増産，低位の原油価格によるエネル
ギー需給の緩みが一つの理由として考えられる．な
お，同社調査についても，2017年以降は原子力世
論に関する調査を実施したのかどうかを含めて公開
されていない．
両調査で結果が大きく異なる点については，両調
査とも中立という選択肢を設けていないので，中立
層が他の設問に影響を受けやすいことが考えられ
る．NEIは原子力発電に関する設問の中で賛否を聞

いている一方，Gallupは環境問題に関する設問の中
で賛否を聞いており，質問のコンテクストが異なっ
ている．

4.2  英国の世論

英国政府は気候変動への対策として原子力発電を
重視していること（海外電力調査会，2019）などか
ら，原子力発電に対する世論は，支持が不支持を上
回って推移している．
しかし，英国政府のBEIS調査においても，2018
年４月を最後に，2018年７月以降は調査項目に原
子力発電への支持，不支持を含めていない．意図的
に削除したのか，予算の都合によるものかを含め，
その理由については不明である．

4.3  チェコの原子力世論推移

チェコにおいては，７年間を通じて，現状維持を
支持する人が最も多く，次いで増やすべきとする人
が多くなっている．同国では計６基のロシア型加圧
水型原子炉（VVER）が稼働している．チェコの電
力生産の約35％を原子力発電でまかなっているこ
となどが評価されている可能性がある．

4.4  ドイツの世論調査結果

ドイツは2022年までに原子力発電所を廃止する
としており，今のところ大きな反対論はないようで
ある．CO2排出削減のため，石炭火力も削減する方
向であるが，北部の電力供給地域から南部の電力消
費地域への送電線施設の整備が難航し，天然ガス供
給のロシアへの依存度が高まるなど，問題は山積し
ている．
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図６　 韓国の原子力世論調査（2018.8）結果 
（韓国原子力学会）

図７　 台湾の住民投票結果（2018.11.24） 
「原子力発電施設は2025年までに全て運転を停止
する」との法規定の廃止に賛成するか否か
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原子力発電に対する今後の世論動向を見極めたい
ところであるが，2017年以降に公開されている世
論調査のデータは，筆者の調べた範囲ではない．

4.5  韓国の世論調査結果

韓国政府は「エネルギー転換政策」と称し，脱原
子力，脱石炭発電と，再生可能エネルギーの拡大を
方針として掲げるが，その政策は韓国経済に必ずし
も望ましいものではなく，国民もその政策の矛盾に
敏感に反応した可能性がある．

4.6  台湾の国民投票結果

住民投票により法規定廃止への賛成が反対を上回
り，脱原子力条文失効が決定した．ただし蔡英文政
権は，条文が失効しても，地元の反発などにより原
発推進は依然困難であるとしている．

5.  おわりに

本調査では，福島第一原子力発電所事故から８年
というタイミングで，再び海外の世論調査に的を
絞って情報収集を行った．それにより，限られた国
についてではあるが，同発電所事故後の海外におけ
る原子力に対する意識の変化の一部を明らかにする
ことができたと考える＊2．
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